
�愛媛県規則第１５号
愛媛県公有財産及び債権に関する事務取扱規則の一部を改

正する規則を次のように定める。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県公有財産及び債権に関する事務取扱規則の一部

を改正する規則

愛媛県公有財産及び債権に関する事務取扱規則（昭和３９年

愛媛県規則第４９号）の一部を次のように改正する。

第３１条第１項に次の１号を加える。

� 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図るために使

用する場合であつて、その使用が一時的で、かつ、営利

を目的としないものであるとき。

附 則

この規則は、平成１８年４月１日から施行する。
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�愛媛県規則第１６号
職員の旅費支給等に関する規則の一部を改正する規則を次

のように定める。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

職員の旅費支給等に関する規則の一部を改正する規則

職員の旅費支給等に関する規則（昭和２８年愛媛県規則第２２

号）の一部を次のように改正する。

第１条中「第４１条」を「第２条第１項第８号、第３条第５

項及び第６項、第４条第６項、第１４条第８項並びに第４１条並

びに附則第４項」に、「基き」を「基づき」に改める。
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印 刷 岡田印刷株式会社
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第２条及び第３条を次のように改める。

（電磁的記録の提出方法）

第２条 条例第２条第１項第８号に規定する情報通信の技術

を利用する方法であつて知事が定めるものは、送信者の使

用に係る電子計算機と旅費の支払担当者等の使用に係る電

子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織（

職員の公務のための旅行に係る事務を処理するためのもの

に限る。）を使用する方法であつて、当該電気通信回線を

通じて情報が送信され、旅費の支払担当者等の使用に係る

電子計算機に備えられたファイルに当該情報が記録される

ものとする。

第３条 削除

第６条を次のように改める。

（旅行命令簿等の記録事項又は記載事項及び様式）

第６条 条例第４条第６項に規定する旅行命令簿等の記録事

項又は記載事項及び様式は、次の各号に掲げる場合の区分

に応じ、当該各号に定めるところによる。

� 旅行命令簿等を電磁的記録により作成する場合 別表

第１

� 前号に掲げる場合以外の場合 次に掲げる区分に応じ

、それぞれ次に定めるところによる。

ア イに掲げる旅行以外の旅行 別表第１。ただし、職

務の性質上常時出張を必要とする職員の旅行のうち、

条例第２５条に規定する日額旅費を支給しない旅行で任

命権者が適当と認めるものについては、別表第１の２

イ 条例第２５条第１項第２号に規定する職務の性質上常

時出張を必要とする職員の旅行 別表第１の３

第８条中「書類」を「資料」に改める。

第９条を次のように改める。

（旅費の請求書の種類、記録事項又は記載事項及び様式）

第９条 条例第１４条第１項に規定する旅費請求書の種類、記

録事項又は記載事項及び様式は、次の各号に掲げる場合の

区分に応じ、当該各号に定めるところによる。

� 旅費請求書を電磁的記録により作成する場合（条例第

２９条に規定する旅費又は条例第３７条に規定する死亡手当

を請求する場合を除く。） 次に掲げる区分に応じ、そ

れぞれ次に定めるところによる。

ア イに掲げる場合以外の場合 別表第２の第１号様式

の１による旅費請求書

イ 条例第３条第１項に規定する赴任に係る旅費及び条

例第２４条（条例の他の条文において準用する場合を含

む。）に規定する扶養親族移転料を請求する場合 別

表第２の第２号様式による旅費請求書

� 前号に掲げる場合以外の場合 次に掲げる区分に応じ

、それぞれ次に定めるところによる。

ア イ及びウに掲げる旅費以外の旅費を請求する場合

別表第２の第１号様式の１による旅費請求書。ただし

、第６条第１号ただし書に規定する旅行の旅費を請求

する場合には別表第２の第１号様式の２、条例第３条

第１項に規定する赴任に係る旅費及び条例第２４条（条

例の他の条文において準用する場合を含む。）に規定

する扶養親族移転料を請求する場合には別表第２の第

２号様式による旅費請求書

イ 条例第２５条に規定する日額旅費（研修日額旅費を除

く。）を請求する場合 別表第２の第３号様式による

旅費請求書

ウ 条例第２９条に規定する旅費又は条例第３７条に規定す

る死亡手当を請求する場合 別表第２の第４号様式に

よる旅費請求書

２ 条例第１４条第１項に規定する旅費請求書に添付すべき資

料は、別表第３に掲げる書類（当該書類に記載すべき事項

を記録した電磁的記録を含む。）とする。

第１０条第３項中「調整手当」を「地域手当」に改める。

第１３条中「東京都、」を「東京都の特別区の存する地域並

びに」に、「一般職の職員の給与等に関する法律」を「一般

職の職員の給与に関する法律」に改め、「第１１条の３第２項

第１号」の下に「から第４号まで」を加え、「甲地（以下「

甲地」を「地域手当の級地（次条において「特定級地」に改

める。

第１４条中「甲地以外の甲地」を「地域以外の地域で、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項に規定す

る指定都市のうち、特定級地」に改める。

別表第１（表）備考に次のように加える。

６ 電磁的記録により作成する場合における認印は、不

要とする。

別表第２（第１号様式の１）備考に次のように加える。

６ 電磁的記録により作成する場合における押印は、不

要とする。

別表第２（第２号様式）備考４中「住民票」の下に「（電

磁的記録により作成する場合は、当該住民票に記載すべき事

項を記録した電磁的記録）」を加え、同様式備考に次のよう

に加える。

５ 電磁的記録により作成する場合における押印は、不

要とする。

附 則

１ この規則は、平成１８年４月１日から施行する。

２ 改正後の職員の旅費支給等に関する規則第９条、第１３条

及び第１４条の規定は、この規則の施行の日以後に出発する

旅行について適用し、同日前に出発した旅行については、

なお従前の例による。
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�愛媛県規則第１７号
愛媛県補助金等交付規則を次のように定める。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県補助金等交付規則

（目的）

第１条 この規則は、法令、条例又は他の規則に特別の定め

のあるもののほか、補助金等の交付の申請、決定等に関す

る事項その他補助金等に係る予算の執行に関する基本的事

項を定めることにより、補助金等に係る予算の執行の適正

化を図ることを目的とする。

（定義）

第２条 この規則において「補助金等」とは、県が県以外の

者に対して交付する次に掲げるものをいう。

� 補助金

愛 媛 県 報平成１８年３月３１日 第１７４７号

２５４



� 利子補給金

� その他相当の反対給付を受けない給付金であって知事

が定めるもの

２ この規則において「補助事業等」とは、補助金等の交付

の対象となる事務又は事業をいう。

３ この規則において「補助事業者等」とは、補助事業等を

行う者をいう。

４ この規則において「間接補助金等」とは、次に掲げるも

のをいう。

� 県以外の者が相当の反対給付を受けないで交付する給

付金で、補助金等を直接又は間接にその財源の全部又は

一部とし、かつ、当該補助金等の交付の目的に従って交

付するもの

� 利子補給金又は利子の軽減を目的とする前号の給付金

の交付を受ける者が、その交付の目的に従い、利子を軽

減して融通する資金

５ この規則において「間接補助事業等」とは、前項第１号

の給付金の交付又は同項第２号の資金の融通の対象となる

事務又は事業をいう。

６ この規則において「間接補助事業者等」とは、間接補助

事業等を行う者をいう。

（補助事業者等及び間接補助事業者等の責務）

第３条 補助事業者等及び間接補助事業者等は、補助金等が

県民から徴収された税金その他の貴重な財源で賄われるも

のであることに特に留意し、法令、条例又は規則（以下「

法令等」という。）の定め及び補助金等の交付の目的又は

間接補助金等の交付若しくは融通の目的に従って誠実に補

助事業等又は間接補助事業等を行わなければならない。

（補助金等の交付の申請）

第４条 補助金等の交付の申請（契約の申込みを含む。以下

同じ。）をしようとする者は、知事の定めるところにより

、補助事業等の目的及び内容、補助事業等に要する経費そ

の他必要な事項を記載した申請書に知事が定める書類を添

え、知事に対しその定める期日までに提出しなければなら

ない。

（補助金等の交付の決定）

第５条 知事は、補助金等の交付の申請があったときは、当

該申請に係る書類等の審査及び必要に応じて行う現地調査

等により、その内容を調査し、補助金等を交付すべきもの

と認めたときは、速やかに補助金等の交付の決定（契約の

承諾の決定を含む。以下同じ。）をするものとする。

２ 知事は、前項の場合において、補助金等の適正な交付を

行うため必要があるときは、その交付の申請に係る事項に

つき修正を加えて補助金等の交付の決定をすることができ

る。

（補助金等の交付の条件）

第６条 知事は、補助金等の交付の決定をする場合において

、その交付の目的を達成するため必要があるときは、次に

掲げる事項につき条件を付するものとする。

� 補助事業等に要する経費の配分の変更（知事の定める

軽微な変更を除く。）をする場合においては、知事の承

認を受けるべきこと。

� 補助事業等の内容の変更（知事の定める軽微な変更を

除く。）をする場合においては、知事の承認を受けるべ

きこと。

� 補助事業等を中止し、又は廃止する場合においては、

知事の承認を受けるべきこと。

� 補助事業等が予定の期間内に完了しない場合又は補助

事業等の遂行が困難となった場合においては、速やかに

知事に報告してその指示を受けるべきこと。

� その他知事が必要と認める事項

２ 知事は、補助事業等の完了により当該補助事業者等に相

当の収益が生ずると認められる場合においては、当該補助

金等の交付の目的に反しない場合に限り、その交付した補

助金等の全部又は一部に相当する金額を県に納付すべき旨

の条件を付することができる。

（決定の通知）

第７条 知事は、補助金等の交付の決定をしたときは、速や

かにその決定の内容及びこれに条件を付した場合にはその

条件を補助金等の交付の申請をした者に通知するものとす

る。

（申請の取下げ）

第８条 補助金等の交付の申請をした者は、前条の規定によ

る通知を受けた場合において、当該通知に係る補助金等の

交付の決定の内容又はこれに付された条件に不服があると

きは、当該通知を受けた日から起算して１５日以内（知事が

別に期日を定めたときは、その期日まで）に、申請の取下

げをすることができる。

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申

請に係る補助金等の交付の決定は、なかったものとみなす

。

（事情変更による決定の取消し等）

第９条 知事は、補助金等の交付の決定をした場合において

、その後の事情の変更により特別の必要が生じたときは、

補助金等の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又

はその決定の内容若しくはこれに付した条件を変更するこ

とができる。ただし、補助事業等のうち既に経過した期間

に係る部分については、この限りでない。

２ 知事が前項の規定により補助金等の交付の決定を取り消

すことができる場合は、次の各号のいずれかに該当する場

合とする。

� 天災地変その他補助金等の交付の決定後生じた事情の

変更により補助事業等の全部又は一部を継続する必要が

なくなった場合

� 補助事業者等又は間接補助事業者等が補助事業等又は

間接補助事業等を遂行するため必要な土地その他の手段

を使用することができないこと、補助事業等又は間接補

助事業等に要する経費のうち補助金等又は間接補助金等

によって賄われる部分以外の部分を負担することができ

ないことその他の理由により補助事業等又は間接補助事

業等を遂行することができない場合（補助事業者等又は

間接補助事業者等の責めに帰すべき事情による場合を除

く。）

３ 第７条の規定は、第１項の処分をした場合について準用

する。

（補助事業等及び間接補助事業等の遂行）
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第１０条 補助事業者等は、法令等の定め並びに補助金等の交

付の決定の内容及びこれに付した条件その他法令等に基づ

く知事の処分に従い、善良な管理者の注意をもって補助事

業等を行わなければならず、補助金等の他の用途への使用

（利子補給金にあっては、その交付の目的となっている融

資又は利子の軽減をしないことにより、補助金等の交付の

目的に反してその交付を受けたことになることをいう。以

下同じ。）をしてはならない。

２ 間接補助事業者等は、法令等の定め及び間接補助金等の

交付又は融通の目的に従い、善良な管理者の注意をもって

間接補助事業等を行わなければならず、間接補助金等の他

の用途への使用（利子の軽減を目的とする第２条第４項第

１号の給付金にあっては、その交付の目的となっている融

資又は利子の軽減をしないことにより間接補助金等の交付

の目的に反してその交付を受けたことになることをいい、

同項第２号の資金にあっては、その融通の目的に従って使

用しないことにより不当に利子の軽減を受けたことになる

ことをいう。以下同じ。）をしてはならない。

（状況報告）

第１１条 補助事業者等は、知事の定めるところにより、補助

事業等の遂行の状況に関し、知事に報告しなければならな

い。

（補助事業等の遂行等の命令）

第１２条 知事は、補助事業者等が提出する報告等により、そ

の者の補助事業等が補助金等の交付の決定の内容又はこれ

に付した条件に従って遂行されていないと認めるときは、

その者に対し、これらに従って当該補助事業等を遂行すべ

きことを命ずることができる。

２ 知事は、補助事業者等が前項の規定による命令に違反し

たときは、その者に対し、当該補助事業等の遂行の一時停

止を命ずることができる。

３ 知事は、前項の規定により補助事業等の遂行の一時停止

を命ずる場合においては、補助事業者等が当該補助金等の

交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合させるため

の措置を知事が指定する期日までにとらないときは、第１７

条第１項の規定により当該補助金等の交付の決定の全部又

は一部を取り消す旨を、明らかにするものとする。

（実績報告）

第１３条 補助事業者等は、知事の定めるところにより、補助

事業等が完了したとき（補助事業等の廃止の承認を受けた

ときを含む。）は、補助事業等の成果を記載した補助事業

等実績報告書に知事の定める書類を添えて知事に提出しな

ければならない。補助金等の交付の決定に係る県の会計年

度が終了した場合も、また同様とする。

（補助金等の額の確定等）

第１４条 知事は、補助事業等の完了又は廃止に係る補助事業

等の成果の報告を受けた場合においては、補助事業等実績

報告書等の書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等に

より、その報告に係る補助事業等の成果が補助金等の交付

の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものである

かどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき

補助金等の額を確定し、当該補助事業者等に通知するもの

とする。

（是正のための措置）

第１５条 知事は、補助事業等の完了又は廃止に係る補助事業

等の成果の報告を受けた場合において、その報告に係る補

助事業等の成果が補助金等の交付の決定の内容及びこれに

付した条件に適合しないと認めるときは、当該補助事業等

につき、これらに適合させるための措置をとるべきことを

当該補助事業者等に命ずることができる。

２ 第１３条の規定は、前項の規定による命令に従って行う補

助事業等について準用する。

（補助金等の交付）

第１６条 知事は、第１４条の規定による補助金等の額の確定後

において当該補助事業者等に補助金等を交付するものとす

る。ただし、補助金等の交付の目的を達成するため必要が

あると認めるときは、知事の定めるところにより、概算払

又は前金払により補助金等を交付することができる。

（決定の取消し）

第１７条 知事は、補助事業者等が、補助金等の他の用途への

使用をし、その他補助事業等に関して補助金等の交付の決

定の内容又はこれに付した条件その他法令等又はこれに基

づく知事の処分に違反したときは、当該補助金等の交付の

決定の全部又は一部を取り消すことができる。

２ 知事は、間接補助事業者等が、間接補助金等の他の用途

への使用をし、その他間接補助事業等に関して法令等に違

反したときは、補助事業者等に対し、当該間接補助金等に

係る補助金等の交付の決定の全部又は一部を取り消すこと

ができる。

３ 前２項の規定は、補助事業等について交付すべき補助金

等の額の確定があった後においても適用があるものとする

。

４ 第７条の規定は、第１項又は第２項の処分をした場合に

ついて準用する。

（補助金等の返還）

第１８条 知事は、補助金等の交付の決定を取り消した場合に

おいて、補助事業等の当該取消しに係る部分に関し、既に

補助金等が交付されているときは、期限を定めて、その返

還を命ずるものとする。

２ 知事は、補助事業者等に交付すべき補助金等の額を確定

した場合において、既にその額を超える補助金等が交付さ

れているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものと

する。

（加算金）

第１９条 補助事業者等は、第１７条第１項の規定又はこれに準

ずる条例若しくは他の規則の規定による処分に関し、補助

金等の返還を命ぜられたときは、その命令に係る補助金等

の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金等

の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間につ

いては、既納額を控除した額）につき年１０．９５パーセント

の割合で計算した加算金を県に納付しなければならない。

２ 補助金等が２回以上に分けて交付されている場合におけ

る前項の規定の適用については、返還を命ぜられた額に相

当する補助金等は、最後の受領の日に受領したものとし、

当該返還を命ぜられた額がその日に受領した額を超えると

きは、当該返還を命ぜられた額に達するまで順次さかのぼ
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りそれぞれの受領の日において受領したものとする。

３ 第１項の規定により加算金を納付しなければならない場

合において、補助事業者等の納付した金額が返還を命ぜら

れた補助金等の額に達するまでは、その納付金額は、まず

当該返還を命ぜられた補助金等の額に充てられたものとす

る。

４ 第１項の加算金の額の計算につき同項に規定する年当た
じゅん

りの割合は、閏年の日を含む期間についても、３６５日当た

りの割合とする。

（延滞金）

第２０条 補助事業者等は、補助金等の返還を命ぜられ、これ

を納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から

納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき年１０．９５

パーセントの割合で計算した延滞金を県に納付しなければ

ならない。

２ 前項の規定により延滞金を納付しなければならない場合

において、返還を命ぜられた補助金等の未納付額の一部が

納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間に係る

延滞金の計算の基礎となるべき未納付額は、その納付金額

を控除した額によるものとする。

３ 前条第４項の規定は、第１項の延滞金について準用する

。

（他の補助金等の一時停止等）

第２１条 知事は、補助事業者等が補助金等の返還を命ぜられ

、当該補助金等、加算金又は延滞金の全部又は一部を納付

しない場合において、その者に対して、同種の事務又は事

業について交付すべき補助金等があるときは、相当の限度

においてその交付を一時停止し、又は当該補助金等と未納

付額とを相殺することができる。

（財産の管理）

第２２条 補助事業者等は、補助事業等により取得し、又は効

用の増加した財産を、補助金等の交付の目的に従って適正

に管理しなければならない。

２ 補助事業者等は、前項の財産のうち次に掲げるものを、

知事の承認を受けないで、補助金等の交付の目的に反して

使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供しては

ならない。ただし、補助事業者等が第６条第２項の規定に

よる条件に基づき補助金等の全部に相当する金額を県に納

付した場合又は補助金等の交付の目的及び当該財産の耐用

年数を勘案して知事が定める期間を経過した場合は、この

限りでない。

� 不動産

� 船舶、航空機、浮標、浮さん橋及び浮ドック

� 前２号に掲げるものの従物

� 機械及び重要な器具で、知事が定めるもの

� その他知事が補助金等の交付の目的を達成するために

特に必要があると認めて定めるもの

（帳簿書類の備付け）

第２３条 補助事業者等は、補助事業等に係る収入及び支出の

状況を明らかにした帳簿書類を備え、これを知事が定める

期間保存しておかなければならない。

（立入検査等）

第２４条 知事は、補助金等に係る予算の執行の適正を期する

ため必要があるときは、補助事業者等若しくは間接補助事

業者等に対して報告をさせ、又は当該職員にその事務所、

事業場等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、

若しくは関係者に質問させることができる。

２ 前項の職員は、その身分を示す証票を携帯し、関係者の

要求があるときは、これを提示しなければならない。

（雑則）

第２５条 この規則に定めるもののほか、補助金等の交付等に

関し必要な事項は、知事が定める。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成１８年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則は、この規則の施行の日以後に交付の決定がな

される補助金等について適用し、同日前に交付の決定のあ

った補助金等については、なお従前の例による。

（愛媛県農村地域工業等導入促進条例施行規則の一部改正

）

３ 愛媛県農村地域工業等導入促進条例施行規則（昭和４８年

愛媛県規則第４号）の一部を次のように改正する。

第１条中「規則は」の下に「、愛媛県補助金等交付規則

（平成１８年愛媛県規則第１７号）に定めるもののほか」を加

える。

第１４条の見出し中「補助又は」を削り、同条第１項中「

補助金若しくは」を削り、同条第１号中「補助金の交付又

は」を削り、同条第２号中「補助事業」を「助成対象事業

」に改める。

第１８条を第１９条とする。

第１７条の見出しを「（帳簿書類及び台帳の備付け）」に

改め、同条を同条第２項とし、同条に第１項として次のよ

うに加える。

助成事業者は、助成対象事業に係る収入及び支出の状

況を明らかにした帳簿書類を備え、これを当該助成対象

事業が完了し、又は廃止された年度の翌年度から起算し

て５年間保存しておかなければならない。

第１７条を第１８条とし、第１６条の次に次の１条を加える。

（財産の管理）

第１７条 助成事業者は、助成対象事業により取得し、又は

効用の増加した財産を、補助金の交付の目的に従って適

正に管理しなければならない。

２ 助成事業者は、前項の財産のうちその取得価格又は効

用の増加価格の単価が５０万円を超える機械及び器具を、

知事の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して

使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供して

はならない。ただし、助成事業者が補助金の全部に相当

する金額を県に納付した場合又は減価償却資産の耐用年

数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に規定す

る耐用年数に相当する期間（同令に規定のない財産につ

いては、知事が定める期間）を経過した場合は、この限

りでない。

（愛媛県土木費補助規則の一部改正）

４ 愛媛県土木費補助規則（昭和３９年愛媛県規則第２号）の

一部を次のように改正する。
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第１条中「規則は」の下に「、愛媛県補助金等交付規則

（平成１８年愛媛県規則第１７号）に定めるもののほか」を加

える。

第１７条を削り、第１８条を第１７条とし、第１９条に次の１項

を加える。

３ 起業者は、事業に係る収入及び支出の状況を明らかに

した帳簿書類を備え、これを当該事業が完了し、又は廃

止された年度の翌年度から起算して５年間保存しておか

なければならない。

第１９条を第１８条とし、同条の次に次の１条を加える。

（財産の管理）

第１９条 起業者は、事業により取得し、又は効用の増加し

た財産を、補助金の交付の目的に従って適正に管理しな

ければならない。

２ 起業者は、前項の財産のうちその取得価格又は効用の

増加価格の単価が５０万円を超える機械及び器具を、知事

の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用

し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはな

らない。ただし、起業者が補助金の全部に相当する金額

を県に納付した場合又は減価償却資産の耐用年数等に関

する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に規定する耐用年

数に相当する期間（同令に規定のない財産については、

知事が定める期間）を経過した場合は、この限りでない

。

第２０条を削り、第２１条を第２０条とし、第２２条を第２１条と

する。

�������
�愛媛県規則第１８号
愛媛県行政書士法施行細則の一部を改正する規則を次のよ

うに定める。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県行政書士法施行細則の一部を改正する規則

愛媛県行政書士法施行細則（昭和２６年愛媛県規則第１７号）

の一部を次のように改正する。

第１３条中「及び作製した書類の枚数」を削る。

様式第４中「様式第４」を「様式第４（第１３条関係） 業

務に関する帳簿」に改め、書類の枚数の欄を削る。

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ この規則施行の際現にある改正前の愛媛県行政書士法施

行細則様式第４の規定による書類の用紙は、当分の間、こ

れを訂正して使用することができる。

�������
�愛媛県規則第１９号
知事が管理する公文書の公開等に関する規則の一部を改正

する規則を次のように定める。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

知事が管理する公文書の公開等に関する規則の一部を

改正する規則

知事が管理する公文書の公開等に関する規則（平成１０年愛

媛県規則第５６号）の一部を次のように改正する。

第７条中「第３５条」を「第３６条」に改める。

附 則

この規則は、平成１８年４月１日から施行する。

�������
�愛媛県規則第２０号
生活保護法施行細則の一部を改正する規則を次のように定

める。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

生活保護法施行細則の一部を改正する規則

生活保護法施行細則（昭和５６年愛媛県規則第１３号）の一部

を次のように改正する。

第１１条第１項第３号中「精神病入院要否意見書」を「精神

疾患入院要否意見書」に改める。

様式第３２号中「精神病入院要否意見書」を「精神疾患入院

要否意見書」に改める。

様式第３６号中

「 精神保健及び精神障害者福祉に関
す る 法 律 第 ３２ 条 有 無

そ の 他 」

を

「 そ の 他

」

に改める。

様式第３７号中「要介護状態区分」を「要介護状態等区分」

に、「要支援・」を「要支援１・２・経過的要介護・要介護

」に、「指定居宅介護支援事業者名」を「指定居宅介護支援

事業者・地域包括支援センター名」に、

「 居 宅 介 護

該当する□�
�
�
�
�
��

の中に 印

�
�
�
�
�
��

を付けてく

ださい。

□訪問介護

□訪問入浴介護

□福祉用具貸与

□訪問看護

□訪問リハビリテーション

□通所介護

□通所リハビリテーション

□居宅療養管理指導

□短期入所生活介護

□短期入所療養介護

□認知症対応型共同生活介護

□特定施設入所者生活介護

施 設 介 護

□介護老人福祉施設

□介護老人保健施設

□介護療養型医療施設

居宅介護支援 □居宅介護支援

本人支払額 円

レ

」

を

「 居 宅 介 護

介 護 予 防

該当する□�
�
�
�
�
��

の中に 印

�
�
�
�
�
��

を付けてく

ださい。

□訪問介護

□訪問入浴介護

□福祉用具貸与

□訪問看護

□訪問リハビリテーション

□通所介護

□通所リハビリテーション

□居宅療養管理指導

□短期入所生活介護

□短期入所療養介護

□認知症対応型共同生活介護

□特定施設入居者生活介護

□夜間対応型訪問介護

□認知症対応型通所介護

居 宅 介 護

介 護 予 防

□小規模多機能型居宅介護

□地域密着型特定施設入居者生活介護

施 設 介 護

□介護老人福祉施設

□介護老人保健施設

□介護療養型医療施設

□地域密着型介護老人福祉施設

居宅介護支援

介護予防支援

□居宅介護支援

□介護予防支援

本人支払額 円

レ

」

に改め、

「 精神保健及び精神障害者福祉に関
す る 法 律 第 ３２ 条 有 無

」

を削る。

附 則

愛 媛 県 報平成１８年３月３１日 第１７４７号

２５８



（施行期日）

１ この規則は、平成１８年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則施行の際現に改正前の生活保護法施行細則（以

下「旧規則」という。）様式第３２号の規定により提出され

ている書類は、改正後の生活保護法施行細則（以下「新規

則」という。）様式第３２号の規定により提出された書類と

みなす。

３ 新規則様式第３６号及び様式第３７号の規定は、この規則の

施行の日以降の医療又は介護に係る請求分について適用し

、同日前の医療又は介護に係る請求分については、なお従

前の例による。

４ この規則施行の際現にある旧規則様式第３２号の規定によ

る書類の用紙は、当分の間、これを訂正して使用すること

ができる。

�������
�愛媛県規則第２１号
愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則の

一部を改正する規則を次のように定める。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規

則の一部を改正する規則

愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則（

昭和２７年愛媛県規則第１７号）の一部を次のように改正する。

別表第１ １７の部アの項使用料金額の欄中「１５０円」を「

１３０円」に改め、同部イ�の項同欄中「１，１２０円」を「９６０
円」に改め、同部イ�の項同欄中「１，０４０円」を「９６０円」
に改め、同部イ�の項同欄中「８８０円」を「７６０円」に改め
、同部ウの項同欄中「４４０円」を「４００円」に改め、同部オ

�ａの項同欄中「１，１２０円」を「１，０４０円」に改め、同部オ
�ｂの項同欄中「１，０４０円」を「９６０円」に改め、同部オ�
の項同欄中「２，０００円」を「１，９２０円」に改め、同部カ�の
項同欄中「１，８４０円」を「１，６８０円」に改め、同部カ�の項
同欄中「９６０円」を「８８０円」に、「１，３６０円」を「１，２００

円」に、「１，８４０円」を「１，６００円」に改め、同部キ�の項
同欄中「１，８４０円」を「１，６００円」に改め、同部キ�の項同
欄中「３，２８０円」を「２，８８０円」に改め、同部キ�の項同欄
中「３，９２０円」を「３，３６０円」に改め、同部キ�の項同欄中
「３，２８０円」を「３，７６０円」に改め、同部ク�の項同欄中「
１，６００円」を「１，５２０円」に改め、同部ク�の項同欄中「１
，６８０円」を「１，５２０円」に改め、同表１８の部ア�の項同欄中
「１３０円」を「１２０円」に改め、同部ア�の項同欄中「３２０
円」を「２７０円」に改め、同部イの項同欄中「１３０円」を「

１２０円」に改め、同部ウ�の項同欄中「２８０円」を「２５０円
」に改め、同部ウ�の項同欄中「４８０円」を「４４０円」に改
め、同部エの項同欄中「２，０００円」を「１，７６０円」に改め、

同部キの項同欄中「２４０円」を「２１０円」に改め、同表１９の
しょう

部血液末梢血液一般検査（血球数、血色素、ヘマトクリット

等）の項同欄中「２１０円」を「１８０円」に改め、同部血液血

液像の項同欄中「１７０円」を「１５０円」に改め、同部血液血

液型（ＡＢＯ式、ＲＨ式）の項同欄中「１９０円」を「１６０円

」に改め、同部血液クームス試験の項同欄中「２７０円」を「

たん

２４０円」に改め、同部血液総ビリルビン、アルブミン、総蛋

白、尿素窒素、クレアチニン、アルカリフォスファターゼ、

尿素、コリンエステラーゼγ－ＧＴＰ、中性脂肪、無機成分

等の項試験項目の欄中「尿素」を「尿酸」に改め、同項使用
こう

料金額の欄中「９０円」を「８０円」に改め、同部血液膠質反応

、クレアチニン、グルコースの項同欄中「９０円」を「８０円」
たん

に改め、同部血液リン脂質、β－リポ蛋白の項同欄中「１３０

円」を「１２０円」に改め、同部血液総脂質、遊離脂肪酸の項

同欄中「１４０円」を「１２０円」に改め、同部血液ＨＤＬ－コ

レステロール、総コレステロール、トランスアミナーゼ（Ｇ

ＯＴ、ＧＰＴ）、Ｐ及びＨＰＯ４ の項同欄中「１５０円」を「

１３０円」に改め、同部血液総鉄結合能、不飽和鉄結合能の項
たん

同欄中「１６０円」を「１３０円」に改め、同部血液Ｃ反応性蛋

白（ＣＲＰ）定性の項同欄中「１５０円」を「１３０円」に改め

、同部尿ポルフィリン定性等の項同欄中「９０円」を「８０円」
ふん

に改め、同部糞便ヘモグロビンの項同欄中「３５０円」を「３

００円」に改め、同表２０の部ウイルス抗体価測定の項同欄中「

６８０円」を「６００円」に改め、同部ＨＴＬＶ－１抗体（ＰＡ

法）等の項同欄中「７６０円」を「６８０円」に改め、同部ＨＩ

Ｖ－１抗体（ＥＩＡ法、ＰＡ法）の項同欄中「１，０４０円」を

「９６０円」に改め、同部ＨＩＶ－１、２抗体（ＥＩＡ法、Ｐ

Ａ法）の項同欄中「１，１２０円」を「９６０円」に改め、同部単

純ヘルペスウイルス特異抗原の項同欄中「１，５２０円」を「１

，３６０円」に改め、同部ＨＩＶ抗体価精密測定の項を次のよう

に改める。

ＨＩＶ－１抗体価精密測定 同 ２，２４０円

別表第１ ２０の部ＨＩＶ－１抗体価精密測定の項の次に次

のように加える。

ＨＩＶ－２抗体価精密測定 同 ２，９６０円

別表第１ ２０の部Ｂ型肝炎関連抗原抗体検査（ＨＢｓ抗原

）の項使用料金額の欄中「２７０円」を「２３０円」に改め、同

部同（ＨＢｓ抗体）の項同欄中「２８０円」を「２５０円」に改

め、同部ＨＣＶ抗体価精密測定の項同欄中「１，１２０円」を「

９６０円」に改め、同部ＨＣＶ核酸同定検査の項同欄中「３，２

８０円」を「２，８８０円」に改め、同表２２の部リンパ球幼若化検

査の項同欄中「２，７２０円」を「２，３２０円」に改め、同部リン

パ球サブセット検査の項を削り、同部皮内反応検査の項の次

に次のように加える。

たん

結核菌特異蛋白刺激性遊離
インターフェロン測定

同 ３，２８０円

附 則

１ この規則は、平成１８年４月１日から施行する。

２ 改正後の愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関

する規則別表第１の規定は、この規則の施行の日以後の試

験等の依頼に係る使用料について適用し、同日前の試験等

の依頼に係る使用料については、なお従前の例による。

�������
�愛媛県規則第２２号
通訳案内業法施行細則の一部を改正する規則を次のように

定める。

愛 媛 県 報平成１８年３月３１日 第１７４７号

２５９



平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

通訳案内業法施行細則の一部を改正する規則

通訳案内業法施行細則（平成１２年愛媛県規則第２１号）を次

のように改正する。

題名を次のように改める。

通訳案内士法施行細則

第１条中「通訳案内業法施行規則」を「通訳案内士法施行

規則」に、「通訳案内業法（昭和２４年法律第２１０号」を「通

訳案内士法（昭和２４年法律第２１０号。以下「法」という。」

に改める。

第２条を削る。

第３条中「第１２条第１号」を「第１６条第２項第１号」に改

め、同条第１号中「及び生年月日」を「、生年月日及び年齢

」に改め、同条を第２条とする。

第２条の次に次の１条を加える。

（登録抹消事由届出書等）

第３条 省令第２１条第１項に規定する登録抹消事由届出書は

、通訳案内士登録抹消事由届出書（様式第１号）によらな

ければならない。

２ 省令第２１条第３項の規定に該当する者にあっては、前項

の届出書に住民票の抄本を添付しなければならない。

第４条を次のように改める。

（通訳案内士登録簿の閲覧）

第４条 法第２７条の規定により通訳案内士登録簿（以下「登

録簿」という。）を閲覧に供するため、愛媛県経済労働部

観光国際局国際交流課に通訳案内士登録簿閲覧所（以下「

閲覧所」という。）を置く。

２ 閲覧所の休業日は、愛媛県の休日を定める条例（平成元

年愛媛県条例第３号）に規定する県の休日とする。

３ 閲覧所における閲覧時間は、県の執務時間とする。

４ 登録簿を閲覧しようとする者は、閲覧所に備え付けてあ

る通訳案内士登録簿閲覧申込書（様式第２号）に必要な事

項を記入し、知事の承認を受けなければならない。

５ 前項の規定により閲覧の承認を受けた者（以下「閲覧者

」という。）は、次に掲げる事項を遵守しなければならな

い。

� 登録簿は、所定の場所で閲覧し、外へ持ち出さないこ

と。

� 登録簿を亡失し、損傷し、若しくは汚損し、又はこれ

に加筆しないこと。

� 他の閲覧者に迷惑を及ぼさないこと。

� 登録簿の閲覧を終わったときは、確実に係員に返還す

ること。

� その他係員の指示に従うこと。

６ 知事は、閲覧者が前項の規定に違反した場合又はそのお

それがある場合には、その閲覧を禁止することがある。

７ 登録簿の閲覧は、無料とする。

様式第１号及び様式第２号を次のように改める。

愛 媛 県 報平成１８年３月３１日 第１７４７号

２６０



様式第１号（第３条関係） 通訳案内士登録抹消事由届出書

通訳案内士登録抹消事由届出書

年 月 日

愛媛県知事 殿

住所
氏名 �
続柄

１ 登 録 番 号

２ 登 録 年 月 日

３ 通訳案内士の氏
名及び住所（その
相続人が届出を行
う場合に限る。）

４ 抹 消 の 事 由

５ 抹 消 の 期 日

注１ 記名押印に代えて署名することができる。
２ 次に掲げる書類を添付すること。
� 通訳案内士登録証
� 通訳案内士法（昭和２４年法律第２１０号）第２５条第１項第２号又は第３
号（同法第４条第１号に該当する場合に限る。）に該当することとなっ
た旨の届出をしようとする場合にあっては、その旨を証する書面

� 通訳案内士法施行規則（昭和２４年運輸省令第２７号）第２１条第３項の規
定に該当する者にあっては、住民票の抄本

愛 媛 県 報平成１８年３月３１日 第１７４７号

２６１



様式第２号（第４条関係） 通訳案内士登録簿閲覧申込書

通訳案内士登録簿閲覧申込書

年 月 日

愛媛県知事 殿

住所
申込者 氏名

電話番号（ ） －

通訳案内士の氏名（すべての通訳案内士登録簿の閲覧をしようとする場合にあっ
ては、その旨）

愛 媛 県 報平成１８年３月３１日 第１７４７号

２６２



様式第３号を削る。

附 則

この規則は、平成１８年４月１日から施行する。

�������
�愛媛県規則第２３号
建築士法施行細則等の一部を改正する規則を次のように定

める。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

建築士法施行細則等の一部を改正する規則

（建築士法施行細則の一部改正）

第１条 建築士法施行細則（昭和２５年愛媛県規則第７７号）の

一部を次のように改正する。

第１８条の２第２項第５号及び第１８条の４第１項第１号中

「氏名」の下に「又は名称」を加える。

第６号様式中「の役員の氏名」の下に「又は名称」を加

える。

（愛媛県中小企業高度化資金貸付規則の一部改正）

第２条 愛媛県中小企業高度化資金貸付規則（昭和３１年愛媛

県規則第６２号）の一部を次のように改正する。

第８条第５号中「和議、会社整理」を「再生」に改める

。

（愛媛県養鶏振興法施行細則の一部改正）

第３条 愛媛県養鶏振興法施行細則（昭和３６年愛媛県規則第

６号）の一部を次のように改正する。

様式第１号及び様式第２号中「役員の氏名」の下に「又

は名称」を加える。

（都市計画法に規定する開発行為等の規制に関する規則の

一部改正）

第４条 都市計画法に規定する開発行為等の規制に関する規

則（昭和４６年愛媛県規則第４４号）の一部を次のように改正

する。

様式第１号中「 氏 名 」を「 氏名又は名称 」に改

める。

（愛媛県卸売市場条例施行規則の一部改正）

第５条 愛媛県卸売市場条例施行規則（昭和４７年愛媛県規則

第２６号）の一部を次のように改正する。

第３条第２項第４号中「資本」を「資本金」に改める。

第８条（見出しを含む。）中「営業」を「事業」に改め

る。

第１４条第１項第３号中「資本」を「資本金」に改める。

第１６条第２項第１号中「氏名」の下に「又は名称」を加

える。

様式第９号２の項中「営業」を「事業」に改める。

様式第１５号第２ １�中「氏名」の下に「又は名称」を
加える。

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則の一部改正

）

第６条 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則（昭和

５２年愛媛県規則第４４号）の一部を次のように改正する。

様式第１号中

「 法第７条第５項第４号リに規定する役員（申請者が法人である場合）

（ふ り が な） 役職名・呼称 住 所

氏 名
を

」

「 法第７条第５項第４号リに規定する役員（申請者が法人である場合）

（ふ り が な） 役職名・呼称 住 所

氏 名 又 は 名 称
に

」

改め、同様式注９�中「写し」の下に「又は登記事項証明
書」を加える。

様式第６号中

「 法第７条第５項第４号リに規定する役員（申請者が法人である場合）

（ふ り が な） 役職名・呼称 住 所

氏 名
を

」

「 法第７条第５項第４号リに規定する役員（申請者が法人である場合）

（ふ り が な） 役職名・呼称 住 所

氏 名 又 は 名 称
に

」

改め、同様式注９�中「写し」の下に「又は登記事項証明
書」を加える。

様式第１１号中

「 法第７条第５項第４号リに規定する役員（申請者が法人である場合）

（ふ り が な） 役職名・呼称 住 所

氏 名
を

」

「 法第７条第５項第４号リに規定する役員（申請者が法人である場合）

（ふ り が な） 役職名・呼称 住 所

氏 名 又 は 名 称
に

」

改め、同様式注６�中「写し」の下に「又は登記事項証明
書」を加える。

様式第１２号中

「 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「法」という。）第７条第５項第４号リに規定する役員

（ふ り が な） 役職名・呼称 住 所

氏 名
を

」

「 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「法」という。）第７条第５項第４号リに規定する役員

（ふ り が な） 役職名・呼称 住 所

氏 名 又 は 名 称
に

」

改め、同様式注６�エ中「写し」の下に「又は登記事項証
明書」を加える。

（愛媛県農業改良資金貸付規則の一部改正）

第７条 愛媛県農業改良資金貸付規則（昭和６０年愛媛県規則

第３５号）の一部を次のように改正する。

様式第３号（裏）中「、会社整理開始」を削る。

（愛媛県議会議員及び愛媛県知事の資産等の公開に関する

条例施行規則の一部改正）

第８条 愛媛県議会議員及び愛媛県知事の資産等の公開に関

する条例施行規則（平成７年愛媛県規則第６６号）の一部を

次のように改正する。

第２条第２項及び様式第１号６�中「資本」を「資本金
」に改める。

（愛媛県産業廃棄物再生利用業者の指定に関する規則の一

部改正）

第９条 愛媛県産業廃棄物再生利用業者の指定に関する規則

（平成１２年愛媛県規則第５８号）の一部を次のように改正す

る。

様式第１号中
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告 示

「 役員（法第１４条第５項第２号ニに規定する役員をいう。）（申請者が法人である場合）

（ふ り が な） 生 年 月 日 本 籍

氏 名 役職名・呼称 住 所
を

」

「 役員（法第１４条第５項第２号ニに規定する役員をいう。）（申請者が法人である場合）

（ふ り が な） 生 年 月 日 本 籍

氏 名 又 は 名 称 役職名・呼称 住 所
に

」

改め、同様式注５�中「後見登記事項証明書」の下に「又
は登記事項証明書」を加える。

様式第３号中

「 役員（法第１４条第５項第２号ニに規定する役員をいう。）（申請者が法人である場合）

（ふ り が な） 生 年 月 日 本 籍

氏 名 役職名・呼称 住 所
を

」

「 役員（法第１４条第５項第２号ニに規定する役員をいう。）（申請者が法人である場合）

（ふ り が な） 生 年 月 日 本 籍

氏 名 又 は 名 称 役職名・呼称 住 所
に

」

改め、同様式注５�中「後見登記事項証明書」の下に「又
は登記事項証明書」を加える。

様式第５号中

「 役員（法第１４条第５項第２号ニに規定する役員をいう。）（申請者が法人である場合）

（ふ り が な） 生 年 月 日 本 籍

氏 名 役職名・呼称 住 所
を

」

「 役員（法第１４条第５項第２号ニに規定する役員をいう。）（申請者が法人である場合）

（ふ り が な） 生 年 月 日 本 籍

氏 名 又 は 名 称 役職名・呼称 住 所
に

」

改め、同様式注５�ス中「後見登記事項証明書」の下に「
又は登記事項証明書」を加える。

様式第６号中「役員の氏名」の下に「若しくは名称」を

加える。

（愛媛県林業・木材産業改善資金貸付規則の一部改正）

第１０条 愛媛県林業・木材産業改善資金貸付規則（平成１５年

愛媛県規則第６４号）の一部を次のように改正する。

第４条第１項第２号及び第４号中「資本」を「資本金」

に改める。

附 則

この規則は、平成１８年５月１日から施行する。

�愛媛県告示第４６５号
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第７００条の６の４第１

項の規定に基づき、次のとおり特約業者の指定をした。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第４６６号
不当景品類及び不当表示防止法に基づく立入検査等従事職

員の身分証明書（昭和４７年１２月愛媛県告示第１１７３号）の一部

を次のように改正し、平成１８年４月１日から施行する。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

前文中「第９条の４第２項」を「第９条第２項」に改める

。

様式（表）中「第９条の４第１項」を「第９条第１項」に

改め、同様式（裏）を次のように改める。

氏名又は名称及び
代 表 者 の 氏 名

主 た る 事 務 所 又 は
事 業 所 の 所 在 地

指 定
年 月 日

新居浜シェル石油株式
会社
代表取締役 森實公英

新居浜市中須賀町二丁目１０番１８
号

平成１８年
３月２９日
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（裏）

不当景品類及び不当表示防止法抜粋

（報告の徴収及び立入検査等）

第９条 都道府県知事は、第７条の規定による指示又は前条第１項の規定による

請求を行うため必要があると認めるときは、当該事業者若しくはその者とその

事業に関して関係のある事業者に対し景品類若しくは表示に関する報告をさせ

、又はその職員に、当該事業者若しくはその者とその事業に関して関係のある

事業者の事務所、事業所その他その事業を行う場所に立ち入り、帳簿書類その

他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。

２ 前項の規定により立入検査又は質問をする職員は、その身分を示す証明書を

携帯し、関係者に提示しなければならない。

３ 第１項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈しては

ならない。

（罰則）

第１６条 第９条第１項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は

同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは同項の規定に

よる質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした者は、５０万円以下の

罰金に処する。

第１８条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、

その法人又は人の業務又は財産に関して、第１５条又は第１６条の違反行為をした

ときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を

科する。

２ 法人でない団体の代表者、管理人、代理人、使用人その他の従業者がその団

体の業務又は財産に関して、第１５条又は第１６条の違反行為をしたときは、行為

者を罰するほか、その団体に対しても、各本条の罰金刑を科する。

３ 省略
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�愛媛県告示第４６７号
結核予防法（昭和２６年法律第９６号）第３６条第１項の規定に

より、次のとおり医療機関を指定した。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第４６８号
結核予防法（昭和２６年法律第９６号）第３６条第１項の規定に

より指定した次の指定医療機関は、廃止年月日欄に掲げる日

に廃止されたので、同項の規定による指定医療機関の指定の

効力は、同日をもって消滅した。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第４６９号
結核予防事業費補助金交付規程（昭和４３年６月愛媛県告示

第５９３号）の一部を次のように改正し、平成１８年４月１日か

ら施行し、平成１８年度分の補助金から適用する。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

第１条中「交付する」の下に「ものとし、その交付につい

ては、愛媛県補助金等交付規則（平成１８年愛媛県規則第１７号

）に定めるもののほか、この規程に定めるところによる」を

加える。

第１０条を削り、第１１条を第１０条とし、第１２条を削り、第１３

条を第１１条とする。

�������
�愛媛県告示第４７２号
愛媛県認定訓練助成事業費補助金（運営費）交付規程（昭

和３３年１１月２５日愛媛県告示第９５６号）の一部を次のように改

正し、平成１８年４月１日から施行し、平成１８年度分の補助金

から適用する。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

第１条中「関しては」の下に「、愛媛県補助金等交付規則

（平成１８年愛媛県規則第１７号）に定めるもののほか」を加え

る。

第１２条及び第１３条を削り、第１４条を第１２条とし、第１５条を

第１３条とし、第１６条を第１４条とする。

第１７条中「整備」の下に「し、これを当該補助事業が完了

し、又は廃止された年度の翌年度から起算して５年間」を加

え、同条を第１５条とする。

�������
�愛媛県告示第４７３号
愛媛県認定訓練助成事業費補助金（施設及び設備費）交付

規程（昭和４６年８月１７日愛媛県告示第６９８号）の一部を次の

ように改正し、平成１８年４月１日から施行し、平成１８年度分

�愛媛県告示第４７０号
児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の１０第１項の規定により、次のとおり指定居宅支援事業者を指定した。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４７１号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１７条の４第１項の規定により、次のとおり指定居宅支援事業者を指定した。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

指 定
番 号

開 設 者 の 氏
名 又 は 名 称 名 称 所 在 地 指 定

年 月 日

２７４２ 増 田 潤 ますだクリニッ
ク

宇和島市伊吹町字
シツソウ甲１１５５－
７

平成１８年
３月７日

２７４３ 鎌 倉 聡 かまくら歯科ク
リニック

伊予郡松前町鶴吉
８０６

平成１８年
３月９日

２７４４ 中 野 吉 朗 なかの泌尿器科
八幡浜市保内町喜
木１番耕地２４０－
１

平成１８年
３月１６日

２７４５ 中 川 孝
東若宮 中川脳
神経外科クリニ
ック

大洲市東若宮８－
７

平成１８年
３月１６日

指 定
番 号

開 設 者 の 氏
名 又 は 名 称 名 称 所 在 地 廃 止

年 月 日

１０５９３ 有限会社フ ク ダ 薬 局 フ ク ダ 薬 局 西条市神拝甲４６７
－５

平成１６年
５月３１日

事業者番号
指 定 居 宅 支 援 事 業 者

サービスの種類
指 定 居 宅 支 援 事 業 所 指 定

年 月 日名 称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８０００３００１９５１３４ 社会福祉法人共生福祉会
南宇和郡愛南町中川
１４１０番地１ 久 保 克 巳 児童短期入所 いちごの里 南宇和郡愛南町中川

１４１０番地１
平成１８年
３月２３日

事業者番号
指 定 居 宅 支 援 事 業 者

サービスの種類
指 定 居 宅 支 援 事 業 所 指 定

年 月 日名 称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８０００１００２１９１１８ 特定非営利活動法人フラット
今治市新谷乙２２３番
地７２ 角 森 美 保 身体障害者居

宅介護
特定非営利活動法人
フラット居宅介護事
業所

今治市北宝来町三丁
目１－１３

平成１８年
３月３１日
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の補助金から適用する。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

第１条中「関しては」の下に「、愛媛県補助金等交付規則

（平成１８年愛媛県規則第１７号）に定めるもののほか」を加え

る。

第１１条及び第１２条を削り、第１３条を第１１条とし、第１４条を

第１２条とし、第１５条を第１３条とする。

第１６条中「整理」の下に「し、これを当該補助事業が完了

し、又は廃止された年度の翌年度から起算して５年間」を加

え、同条を第１４条とする。

�������
�愛媛県告示第４７４号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」

という。）第５条第１項の規定による届出があったので、同

条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労

働部産業支援局経営支援課及び今治地方局産業経済部商工労

政課並びに今治市役所において告示の日から４月間縦覧に供

する。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

マックスバリュ今治阿方店

今治市阿方字山之間甲３７１番２外２３筆

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所

並びに法人にあっては代表者の氏名

マックスバリュ西日本株式会社

兵庫県姫路市北条口四丁目４番地

代表取締役 原田 昭彦

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名

称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

マックスバリュ西日本株式会社

兵庫県姫路市北条口四丁目４番地

代表取締役 原田 昭彦

株式会社 宮脇書店

香川県高松市丸亀町４－８

代表取締役社長 宮脇 富子

株式会社 レデイ薬局

愛媛県松山市南江戸４丁目３番地３７号

代表取締役 三橋 信也

株式会社 大創産業

広島県東広島市西条町大字吉行字向１番地の６０

代表取締役 矢野 博丈

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成１８年１１月７日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

４，８２１平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

２４０台

イ 駐輪場の収容台数

５０台

ウ 荷さばき施設の面積

１６４．５平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

４１．９立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻

及び閉店時刻

マックスバリュ西日本株式会社

株式会社 宮脇書店

開店時刻 午前９時 閉店時刻 午後１２時

株式会社 レデイ薬局

株式会社 大創産業

開店時刻 午前９時 閉店時刻 午後９時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前８時３０分から午前０時３０分まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

出入口３箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる

時間帯

午前６時から午後９時まで

２ 届出年月日

平成１８年３月６日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺

の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意

見を有する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次の

とおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するととも

に、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び今治地方

局産業経済部商工労政課並びに今治市役所において告示の

日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあって

は代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意

見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�������
�愛媛県告示第４７５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定

により、東温市上村土地改良区から認可申請のあった新たな

土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

船川地区）の施行を平成１８年３月２２日認可した。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第４７６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

愛 媛 県 報平成１８年３月３１日 第１７４７号
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規定により、西条市から協議のあった市営土地改良事業（市

単独土地改良事業（農道）・古川乙地区）の施行に平成１８年

３月２２日同意した。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第４７７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、西予市から協議のあった市営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（かんがい排水）・明石地区）の施行

に平成１８年３月２２日同意した。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第４７８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、久万高原町から協議のあった町営土地改良事業

（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・徳好地区）の

施行に平成１８年３月２２日同意した。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第４７９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、久万高原町から協議のあった町営土地改良事業

（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・高山地区）の

施行に平成１８年３月２２日同意した。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第４８０号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定

により、次のように保安林の指定をする。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 保安林の所在場所

宇和島市津島町御内８

２ 指定の目的

水源のかん養

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立

木の所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める

標準伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及

び宇和島市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�愛媛県告示第４８１号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定

により、次のように保安林の指定を解除する。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除に係る保安林の所在場所

新居浜市光明寺２丁目乙８７の８

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

送電変電施設用地とするため

�������
�愛媛県告示第４８２号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条

第２項（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。

）の規定に基づき、宇和海を操業区域とする小型機船底びき

網漁業の許可又は起業の認可を申請すべき期間を次のように

定める。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成１８年３月３１日から４月１４日まで

�������
�愛媛県告示第４８３号
平成１８年愛媛県内水面漁場管理委員会指示第２号に基づき

、コイがコイヘルペスウイルス病にかかり又はかかっている

疑いがあると認められ、コイの持ち出しの制限をする水域を

次のとおり定め、公表する。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

御舟川水系（御舟川）、新町川水系（新町川、本陣川）及

び新川水系（新川）並びにこれらと連接一体をなす内水面

�������
�愛媛県告示第４８４号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号）第２条第１項の規

定により、次のように埋立てを免許した。

平成１８年３月３１日

東予港港湾管理者 愛媛県

代表者 愛媛県知事 加戸 守行

１ 埋立ての免許を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、その代表者の氏名及び住所

西条市

西条市明屋敷１６４番地

代表者 市長 伊藤 宏太郎

西条市大町２４４番地の４

２ 埋立区域及び埋立てに関する工事の施行区域

� 埋立区域

ア 位置

西条市ひうち字西ひうち７番７、７番６及び７番１６

の地先公有水面

イ 区域

次の１点から５点を順次直線で結んだ線及び５点と

愛 媛 県 報平成１８年３月３１日 第１７４７号
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１点を結ぶ平成１７年の秋分の満潮位（Ｄ．Ｌ．＋３．４０

メートル）の陸と公有水面との接する線により囲まれ

た区域

基点（西条市ひうち字東ひうち２０番地の国土地理院

「ひうち緑地」四等三角点）は、北緯３３度５６分１５秒８６

７５、東経１３３度１２分１５秒３７００の地点

１点は、基点から真北２９３度０８分１９秒１，６２８．７４メー

トルの地点

２点は、１点から真北３４３度５２分４４秒１２．００メート

ルの地点

３点は、２点から真北７３度５２分４４秒０．６０メートルの

地点

４点は、３点から真北３４３度５２分４４秒３８．００メート

ルの地点

５点は、４点から真北７３度５２分４４秒１９９．０５メートル

の地点

ウ 面積

９，９５９．４０平方メートル

� 埋立てに関する工事の施行区域

ア 位置

西条市ひうち字西ひうち７番７及び７番６の陸域並

びに同市ひうち字西ひうち７番７、７番６及び７番１６

の地先公有水面

イ 区域

次のＡ点からＤ点を順次直線で結んだ線及びＤ点と

Ａ点を直線で結んだ線により囲まれた区域

基点（西条市ひうち字東ひうち２０番地の国土地理院

「ひうち緑地」四等三角点）は、北緯３３度５６分１５秒８６

７５、東経１３３度１２分１５秒３７００の地点

Ａ点は、基点から真北２９４度０７分４７秒１，６２６．１３メー

トルの地点

Ｂ点は、Ａ点から真北３４３度５２分４４秒１９０．００メート

ルの地点

Ｃ点は、Ｂ点から真北７３度５２分４４秒２１９．６４メートル

の地点

Ｄ点は、Ｃ点から真北１６３度５２分４４秒１９０．００メート

ルの地点

ウ 面積

４１，７３０．９０平方メートル

３ 埋立地の用途

輸送用機械器具製造業用地

４ 埋立免許年月日

平成１８年３月２９日

�������
�愛媛県告示第４８５号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という

。）第２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する

工事のしゅん功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、今治市役所にお

いて告示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧するこ

とができる。

平成１８年３月３１日

波方港港湾管理者 愛媛県

代表者 愛媛県知事 加 戸 守 行

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、その代表者の氏名及び住所

愛媛県

松山市一番町四丁目４番地２

代表者 知事 加戸守行

松山市御宝町１１９番１

２ 埋立区域

� 位置

今治市波方町波方甲１６１４番３から同乙４８１番５０に至る

間の地先公有水面

� 区域

次の１の地点から９の地点までを順次結んだ線、９の

地点と１０の地点を結ぶ平成１１年の春分の満潮位（Ｄ．Ｌ

．＋４．３８メートル）における公有水面と陸域との境界線

、１０の地点から１４の地点を順次結んだ線及び１４の地点と

１の地点を結ぶ平成１１年の春分の満潮位（Ｄ．Ｌ．＋４．

３８メートル）における公有水面と陸域との境界線により

囲まれた区域

基点（今治市波方町波方字石持乙４８２番地の１国土地

理院「長泉寺」四等三角点）は、北緯３４度０７分１０．０４７２

秒、東経１３２度５７分２９．８５４５秒の地点

１の地点は、基点から２７度３２分１９秒２０１．４８メートルの

地点

２の地点は、１の地点から３１度３２分２０秒１５．００メート

ルの地点

３の地点は、２の地点から１２１度３３分４４秒１５．０１メー

トルの地点

４の地点は、３の地点から２１１度３５分４１秒５．３１メート

ルの地点

５の地点は、４の地点から１２１度３２分３３秒１００．３１メー

トルの地点

６の地点は、５の地点から３１度３２分０８秒９５．０１メート

ルの地点

７の地点は、６の地点から１２１度３２分３４秒４４．７１メー

トルの地点

８の地点は、７の地点から２１１度３２分０９秒１８４．６３メー

トルの地点

９の地点は、８の地点から１６６度３２分３３秒８．８３メート

ルの地点

１０の地点は、基点から７９度３７分４３秒１７８．７２メートルの

地点

１１の地点は、１０の地点から７６度３２分５０秒５．５５メートル

の地点

１２の地点は、１１の地点から３１度３２分１２秒３７．６８メート

ルの地点

１３の地点は、１２の地点から３４６度３２分００秒７．０７メート

ルの地点

１４の地点は、１３の地点から３０１度３２分３３秒１３４．７２メー

トルの地点

� 面積

１１，８１１．９０平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号
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平成１２年３月６日 愛媛県指令港第９号

４ しゅん功認可年月日

平成１８年３月３１日

�������
�愛媛県告示第４８６号
港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第３４条において準用する

同法第１２条第５項の規定に基づき、北条港港湾施設の概要を

次のとおり公示する。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４８７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４８８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

種 類 位 置 数 量 及 び 能 力

浮 桟 橋 松山市北条辻地先
延長７０メートル１基
延長４３メートル１基
延長１０メートル１基

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 新居浜別子山線
新居浜市大永山字須領切畑場３３３番１地先から

同字３３３番９１まで

旧 １２．８～４７．２ ０．１２３

新 ４３．６～１３３．６ ０．１２３

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 新居浜別子山線
新居浜市別子山字別子山乙５５５番９１から

同字乙５５５番１１０まで

旧 ２２．０～５８．５ ０．０５７

新 ２２．５～６３．４ ０．０５７

〃 〃
新居浜市別子山字別子山乙５５５番１３７から

同字乙５５５番９１まで

旧 ４３．８～４５．１ ０．０１１

新 ４５．１～４９．０ ０．０１１

〃 〃
新居浜市別子山字別子山乙５５５番１２１から

同字乙５５５番１２２まで

旧 ７．３～１７．０ ０．０７５

新 １１．２～２４．５ ０．０７５

〃 〃 新居浜市別子山字別子山乙５５５番７１

旧 ４．６～８．０ ０．１１７

新 ９．０～１４．５ ０．１１７

〃 〃 新居浜市別子山字別子山乙５５５番７１

旧 ４．６～７．５ ０．０８９

新 ５．４～２０．４ ０．０８９

〃 〃
新居浜市別子山字別子山乙５５５番１８０から

同字乙５５５番７１地先まで

旧 ４．８～２８．７ ０．０９０

新 ９．４～３２．７ ０．０９０

〃 〃 新居浜市別子山字別子山乙５５５番７１

旧 ３．０～９．０ ０．１６０

新 １１．３～２３．４ ０．１６０

愛 媛 県 報平成１８年３月３１日 第１７４７号

２７０
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�愛媛県告示第４８９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４９０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４９１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 壬生川新居浜野田線
西条市氷見字大黒新田２２３番１地先から

同市氷見字蛭子新田甲９番５まで

旧 １４．６～７９．２ ０．７４９

新 １０．７～７９．２ ０．７４９

〃 〃
西条市禎瑞字高丸壱番１７７３番３から

同市禎瑞字加茂四番９５１番３まで

旧 １５．２～３３．４ １．３９５

新 ９．７～２７．５ １．３９５

〃 〃
西条市古川字中條甲１４８番６９地先から

同市樋之口字龍出３４７番１地先まで

旧 ３５．７～４８．８ ０．４８８

新 １５．５～３５．６ ０．４８８

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 新居浜別子山線
新居浜市別子山筏津乙５０４番１５から

同市別子山筏津乙５０４番１４まで

旧 ５．１～１４．２ ０．１９６

新 １０．２～３０．３ ０．１８４

〃 〃
新居浜市別子山字別子山乙５５５番１４２から

同字乙５５５番７１まで

旧 ６．５～１４．５ ０．０１１

新 １３．５～１５．０ ０．０１１

〃 〃
新居浜市別子山字別子山乙５５５番７１から

同字乙５５５番１１５まで

旧 ３．４～１７．８ ０．１６６

新 ７．２～２３．６ ０．１６６

〃 〃
新居浜市別子山字別子山乙５５５番１２４から

同字乙５５５番７４まで

旧 ４．０～２４．０ ０．１８０

新 １１．０～３４．２ ０．１８０

〃 〃 新居浜市別子山字別子山乙５５５番７５
旧 ３．６～１５．８ ０．３４５

新 ７．８～２０．０ ０．３４５

〃 〃 新居浜市別子山字別子山乙５５５番７５
旧 ３．８～２０．０ ０．４４６

新 ５．２～２１．４ ０．４４６

愛 媛 県 報平成１８年３月３１日 第１７４７号

２７１
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�愛媛県告示第４９２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４９３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第４９４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 新居浜別子山線
新居浜市別子山筏津乙５０４番１５から

同市別子山筏津乙５０４番１４まで
平成１８年３月３１日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 美川川内線
上浮穴郡久万高原町仕出４５番２から

同町仕出８４番２まで

旧 ４．０～６．０ ０．０２４

新 １４．６～２９．８ ０．０２４

〃 柳谷美川線 上浮穴郡久万高原町日野浦４７５９番２
旧 ５．８～６．８ ０．０１１

新 ６．４～１０．０ ０．０１１

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 美川川内線
上浮穴郡久万高原町仕出４５番２から

同町仕出８４番２まで
平成１８年３月３１日

〃 〃 上浮穴郡久万高原町東川６９８８番３ 〃

〃 柳谷美川線 上浮穴郡久万高原町日野浦４７５９番２ 〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 吉田宇和島線
宇和島市住吉町一丁目１０３番から

同市朝日町四丁目４０７番１まで

旧 １１．８～１８．０ ０．０６６

新 １２．０～３５．８ ０．０６６

〃 宇和島港線
宇和島市弁天町一丁目３０５番から

同市寿町二丁目１０００番まで

旧 １５．０～１５．２ ０．０７６

新 １５．０～３８．６ ０．０７６

愛 媛 県 報平成１８年３月３１日 第１７４７号

２７２



教育委員会規則

�愛媛県告示第４９５号
国土利用計画法（昭和４９年法律第９２号）第９条第１項の規

定に基づき、昭和５６年４月２１日改定した愛媛県土地利用基本

計画の一部を次のように変更した。

変更後の土地利用基本計画図は、愛媛県庁、各市役所及び

各町役場において一般の縦覧に供する。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

別添土地利用基本計画図の一部を次のように改める。

（図面省略）

�������
�愛媛県告示第４９６号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定

に基づき、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供

する。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画の種類及び名称

松山広域都市計画区域区分

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 次の区域内に存する市街化調整区域を市街化区域に変

更する。

松山市大可賀三丁目の一部

� 次の区域内に存する市街化区域を市街化調整区域に変

更する。

なし

�������
�愛媛県告示第４９７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３号第１項の規定

に基づき、東予広域都市計画下水道事業西条公共下水道（西

条市施行）の事業計画の変更を次のように認可した。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 事業施行期間

昭和５０年１月１０日

平成２５年３月３１日

２ 事業地

� 収用の部分

愛媛県西条市港字北新地、明屋敷字常盤巷、朔日市字

寄合及び船屋字西新開地内

� 使用の部分

愛媛県西条市港字北新地から福沢字沢の前までの区間

内、朔日市字寄合から下島山字馬上免までの区間内、樋

之口字八丁から大町字北ノ丁までの区間内、神拝字船元

から氷見字野部里までの区間内、明神木字徳地から明神

木字宝地までの区間内、朔日市字寄合から大町字御舟川

までの区間内、朔日市字与八郎新田から朔日市字徳助外

新田までの区間内、朔日市字寄合から新田字市塚新田ま

での区間内、港字北新地から古川字江内までの区間内、

港字北新地から喜多川字八丁までの区間内、及び船屋字

西新開から下島山字石の脇までの区間内

�愛媛県告示第４９８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３号第１項の規定

に基づき、東予広域都市計画下水道事業新居浜公共下水道（

新居浜市施行）の事業計画の変更を次のように認可した。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 事業施行期間

昭和３５年３月９日

平成２４年３月３１日

２ 事業地

� 収用の部分

愛媛県新居浜市松神子三丁目、港町、菊本町二丁目、

新田町一丁目、西原町二丁目、西原町三丁目、清水町、

垣生三丁目、長岩町及び阿島土場地内

� 使用の部分

愛媛県新居浜市菊本町二丁目から政枝町二丁目までの

区間内、新須賀町三丁目から庄内町三丁目までの区間内

、菊本町二丁目から宇高町四丁目までの区間内、菊本町

二丁目地先から菊本町二丁目までの区間内及び垣生三丁

目地内

�������
�愛媛県告示第４９９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３号第１項の規定

に基づき、八幡浜都市計画下水道事業八幡浜公共下水道（八

幡浜市施行）の事業計画の変更を次のように認可した。

平成１８年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 事業施行期間

昭和３２年４月１日

平成２４年３月３１日

２ 事業地

� 収用の部分

愛媛県八幡浜市栗野浦、産業通

� 使用の部分

愛媛県八幡浜市栗野浦

�愛媛県教育委員会規則第２号
愛媛県立図書館等に勤務する職員の勤務時間の割振り等に

関する規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１８年３月３１日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県立図書館等に勤務する職員の勤務時間の割振り

等に関する規則等の一部を改正する規則

（愛媛県立図書館等に勤務する職員の勤務時間の割振り等

に関する規則の一部改正）

第１条 愛媛県立図書館等に勤務する職員の勤務時間の割振

り等に関する規則（平成元年愛媛県教育委員会規則第６号

）の一部を次のように改正する。

第２条中「月曜日」の下に「（愛媛県総合科学博物館、

愛媛県歴史文化博物館及び愛媛県美術館に勤務する職員に

愛 媛 県 報平成１８年３月３１日 第１７４７号

２７３



あっては、毎月の第１月曜日以外の月曜日及び当該第１月

曜日の翌日）」を加える。

（愛媛県総合科学博物館管理規則等の一部改正）

第２条 次に掲げる規則の規定中「月曜日（月曜日」を「毎

月の第１月曜日以外の月曜日及び当該第１月曜日の翌日（

これらの日」に改める。

� 愛媛県総合科学博物館管理規則（平成１２年愛媛県教育

委員会規則第１１号）第６条第１項第１号

� 愛媛県歴史文化博物館管理規則（平成１２年愛媛県教育

委員会規則第１３号）第６条第１項第１号

� 愛媛県美術館管理規則（平成１２年愛媛県教育委員会規

則第１５号）第６条第１項第１号

附 則

この規則は、平成１８年４月１日から施行する。

�������
�愛媛県教育委員会規則第３号
職員の旅費支給等に関する規則の一部を改正する規則を次

のように定める。

平成１８年３月３１日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

職員の旅費支給等に関する規則の一部を改正する規則

職員の旅費支給等に関する規則（昭和３２年愛媛県教育委員

会規則第１３号）の一部を次のように改正する。

第２条第１号の表中

「 １０級 ３級１５号給以上及び

再任用教育職員４級９級

８級 ３級１６号給以上及び

再任用教育職員４級

３級１号給から１４号

給まで及び再任用教

育職員３級

７級 ３級１号給から１５号

給まで、２級２３号給

以上で管理職にある

者及び再任用教育職

員３級

２級１５号給以上で管

理職にある者６級

５級 ２級１８号給以上 ２級１５号給以上

４級

３級 ２級１４号給から１７号

給まで及び再任用教

育職員２級

２級１１号給から１４号

給まで及び再任用教

育職員２級

１級７号給以上

及び再任用職員

１級

２級

２級 ２級２号給から１３号

給まで、１級１２号給

以上及び再任用教育

職員１級

２級２号給から１０号

給まで、１級１１号給

以上及び再任用教育

職員１級

１級 １級２号給から１１号

給まで

１級２号給から１０号

給まで

１級１号給から

６号給まで

１級

を

」

「 ８級 ３級４５号給以上及び

再任用教育職員４級７級

６級 ３級５３号給以上及び

再任用教育職員４級

３級１号給から４４号

給まで及び再任用教

育職員３級

５級 ３級１号給から５２号

給まで、２級８５号給

２級５３号給以上で管

理職にある者４級

に

以上で管理職にある

者及び再任用教育職

員３級

３級 ２級６５号給以上 ２級５３号給以上

２級 ２級４９号給から６４号

給まで及び再任用教

育職員２級

２級３７号給から５２号

給まで及び再任用教

育職員２級

１級４５号給以上

及び再任用職員

１級

２級

９号

給以

上

１級 ２級１号給から４８号

給まで、１級及び再

任用教育職員１級

２級１号給から３６号

給まで、１級及び再

任用教育職員１級

１級１号給から

４４号給まで

２級

１号

給か

ら８

号給

まで

及び

１級 」

改める。

附 則

１ この規則は、平成１８年４月１日から施行する。

２ 改正後の職員の旅費支給等に関する規則第２条第１号の

表の規定は、この規則の施行の日以後に出発する旅行につ

いて適用し、同日前に出発した旅行については、なお従前

の例による。

�������
�愛媛県教育委員会規則第４号
愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等に

関する規則及び県立中学校の廃止及び県立中等教育学校の設

置に伴う関係教育委員会規則の整備に関する規則の一部を改

正する規則を次のように定める。

平成１８年３月３１日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員

等に関する規則及び県立中学校の廃止及び県立中等教

育学校の設置に伴う関係教育委員会規則の整備に関す

る規則の一部を改正する規則

次に掲げる規則の規定中「第一養護学校」を「しげのぶ特

別支援学校」に改める。

� 愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等

に関する規則（昭和３９年愛媛県教育委員会規則第７号）別

表第４第一養護学校の部及び同表備考２

� 県立中学校の廃止及び県立中等教育学校の設置に伴う関

係教育委員会規則の整備に関する規則（平成１７年愛媛県教

育委員会規則第１１号）附則第４項及び第７項の表第一養護

学校の項

附 則

この規則は、平成１８年４月１日から施行する。

�������
�愛媛県教育委員会規則第５号
ボランティア活動を促進するための教育委員会所管の教育

機関の使用料減免規則の一部を改正する等の規則を次のよう

に定める。
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教育委員会告示

教育委員会訓令

選挙管理委員会告示

雑 報

平成１８年３月３１日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

ボランティア活動を促進するための教育委員会所管の

教育機関の使用料減免規則の一部を改正する等の規則

（ボランティア活動を促進するための教育委員会所管の教

育機関の使用料減免規則の一部改正）

第１条 ボランティア活動を促進するための教育委員会所管

の教育機関の使用料減免規則（平成１５年愛媛県教育委員会

規則第９号）の一部を次のように改正する。

題名を次のように改める。

ボランティア活動を促進するための教育委員会所管

の教育機関の使用料等減免規則

第１条中「使用料」の下に「及び利用料金」を加える。

第３条第１項中「教育機関」」を「対象教育機関」」に

改め、同条第２項中「教育機関」を「対象教育機関」に改

める。

第４条中「教育機関」を「対象教育機関」に改め、同条

を第５条とし、第３条の次に次の１条を加える。

（利用料金の減免）

第４条 教育機関を管理する指定管理者（地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定

管理者をいう。）で、同条第８項の規定により当該教育

機関の利用料金を収受しているものは、いーよポイント

との引換えにより、当該教育機関の利用料金を減免する

よう努めなければならない。

別表５の項を削る。

（愛媛県武道館管理規則の廃止）

第２条 愛媛県武道館管理規則（平成１５年愛媛県教育委員会

規則第７号）は、廃止する。

附 則

この規則は、平成１８年４月１日から施行する。

�愛媛県教育委員会告示第２号
愛媛県教職員報賞規程（昭和３４年２月愛媛県教育委員会告

示第２号）の一部を次のように改正し、平成１８年４月１日か

ら施行する。

平成１８年３月３１日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

第２条中「並びに記念品」を削る。

�愛媛県教育委員会訓令第１号
県立学校

愛媛県県立学校修学旅行実施要領の一部を改正する訓令を

次のように定める。

平成１８年３月３１日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県県立学校修学旅行実施要領の一部を改正する訓

令

愛媛県県立学校修学旅行実施要領（昭和３９年３月愛媛県教

育委員会訓令第２号）の一部を次のように改正する。

第６条第１項中「３人以上でなければならない」を「２人

以上で、校長が決定する」に改め、同項第１号中「の後期課

程」を削り、「３０人」を「３０人程度」に改め、同項第２号を

削り、同項第３号中「５人」を「５人程度」に改め、同号を

同項第２号とする。

附 則

この訓令は、平成１８年４月１日から施行する。

�愛媛県選挙管理委員会告示第１１号
公職選挙法施行令（昭和２５年政令第８９号）第５５条第２項及

び第４項第２号（他の法令において準用され、又は例による

こととされている場合を含む。）の規定により、次の施設を

不在者投票のできる施設として指定した。

平成１８年３月３１日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 藤 山 薫

�愛媛県内水面漁場管理委員会指示第２号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第６７条第１項及び第１３０

条第４項の規定に基づき、コイ（マゴイ及びニシキゴイをい

う。以下同じ。）に関する持ち出しの制限、放流等の制限及

び遺棄の禁止について、平成１８年３月１６日に次のとおり指示

した。

平成１８年３月３１日

愛媛県内水面漁場管理委員会

会長 森岡 惇一

１ 指示の内容

� 持ち出しの制限

県内の公共用水面及びこれと連接一体をなす水面（以

下「公共用水面等」という。）において、コイがコイヘ

ルペスウイルス病にかかり又はかかっている疑いがある

と愛媛県知事が認めた場合は、愛媛県知事が範囲を定め

、公表する水域のコイを持ち出してはならない。ただし

、公的機関が試験研究又は検査に供する場合は、この限

りでない。

� 放流等の制限

県内の公共用水面等へのコイの放流は、放流用のコイ

が次に掲げる要件のすべてに該当する場合以外は、して

はならない。ただし、採捕したコイを採捕した公共用水

施設の種類 施設の名称 所 在 地

特別養護老人ホ
ーム

特別養護老人ホ
ームさや 松山市南斎院町１１５８番地

軽費老人ホーム ケアハウスさや 松山市南斎院町１１５８番地
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古紙配合率100％再生紙を使用しています 

面等へ再放流する場合はこの限りでない。

ア コイヘルペスウイルスに汚染された水域に由来する

ものでないこと。

イ コイヘルペスウイルスに汚染された水域に由来する

コイと水を介しての接点がないこと。

ウ ＰＣＲ（ポリメラーゼ連鎖反応）検査で陰性が確認

されたコイ群であること。

� 遺棄の禁止

生死を問わず、県内の公共用水面等にコイを遺棄して

はならない。

� �の指示は、焼却等の処分をするコイについては、適
用しない。

２ 指示の期間

平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日まで

平成１８年３月３１日 印刷
平成１８年３月３１日 発行

購読料（送料共） １箇月１，７５０円２７６
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